
吸収合併契約等に関する事後備置書類 
（会社法第801条第1項に定める書面） 

大同メタル工業株式会社（以下「大同メタル工業」といいます。）と株式会社アジア

ケルメツト製作所（以下「アジアケルメツト製作所」といいます。）は、2023年5月25

日付合併契約書に基づき、2023年10月1日を効力発生日として、大同メタル工業を吸収

合併存続会社、アジアケルメツト製作所を吸収合併消滅会社とする吸収合併を行いまし

た（以下「本吸収合併」といいます。）。 

会社法第801条第1項および会社法施行規則第200条の規定に基づき開示すべき事項は

以下のとおりです。 

2023年10月2日 

大同メタル工業株式会社 



目次 

 

１．吸収合併が効力を生じた日 

 

２．吸収合併消滅会社における会社法第784条の2の規定、第785条および第787条の規定

並びに会社法第789条の規定による手続の経過 

（１）吸収合併をやめることの請求 

（２）反対株主の株式買取請求 

（３）新株予約権買取請求 

（４）債権者の異議 

 

３．吸収合併存続会社における会社法第796条の2の規定、第797条および第799条の規定

による手続の経過 

（１）吸収合併をやめることの請求 

（２）反対株主の株式買取請求 

（３）債権者の異議 

 

４．吸収合併により吸収合併存続会社が吸収合併消滅会社から承継した重要な権利義務

に関する事項 

 

５．会社法第782条第1項の規定により吸収合併消滅会社が備え置いた書面又は電磁的記

録に記載又は記録がされた事項 

 

６．会社法第921条の変更の登記をした日 

 

７．前各号に掲げるもののほか、本吸収合併に関する重要な事項 



１．吸収合併が効力を生じた日 

2023年10月1日 

 

２．吸収合併消滅会社における会社法第784条の2の規定、第785条および第787条の規定

並びに会社法第789条の規定による手続の経過 

（１）吸収合併をやめることの請求 

該当事項はありませんでした。 

 

（２）反対株主の株式買取請求 

該当事項はありませんでした。 

 

（３）新株予約権買取請求 

アジアケルメツト製作所では、新株予約権および新株予約権付社債を発行してい

なかったため、該当事項はありませんでした。 

 

（４）債権者の異議 

アジアケルメツト製作所は、会社法第789条第2項および第3項の規定に基づき、

2023年8月25日付の官報へ合併公告を掲載するとともに、同日付で知れている債

権者への個別の催告を行いましたが、異議申述期限までに、同条第1項に基づき

異議を述べた債権者はありませんでした。 

 

３．吸収合併存続会社における会社法第796条の2の規定、第797条および第799条の規定

による法定手続の経過 

（１）吸収合併をやめることの請求 

本吸収合併は会社法第796条第2項に規定する簡易吸収合併に該当するため、同法

第796条の2柱書ただし書きの規定により、大同メタル工業の株主は本吸収合併を

やめることを請求することができません。 

 

（２）反対株主の株式買取請求 

本吸収合併は会社法第796条第2項に規定する簡易吸収合併に該当するため、 

同法第797条第1項ただし書きの規定により、大同メタル工業の株主による株 

式買取請求権は認められていません。 

 

（３）債権者の異議 

大同メタル工業は、会社法第799条第2項および第3項の規定に基づき、2023年8月

25日付の官報へ合併公告を掲載するとともに、2023年8月25日付で電子公告を行



いましたが、異議申述期限までに、同条第1項に基づき異議を述べた債権者はあ

りませんでした。 

 

４．吸収合併により吸収合併存続会社が吸収合併消滅会社から承継した重要な権利義

務に関する事項 

大同メタル工業は、本吸収合併が効力を生じた日である2023年10月1日をもって、

アジアケルメツト製作所より、その資産、負債その他一切の権利義務を承継いた

しました。本吸収合併に際して大同メタル工業がアジアケルメツト製作所から承

継した資産および負債の額は、それぞれ856百万円（概算）および216百万円（概

算）です。 

 

５．会社法第782条第1項の規定により吸収合併消滅会社が備え置いた書面又は電磁的

記録に記載又は記録がされた事項 

別添のとおりです。 

 

６．会社法第921条の変更の登記をした日 

2023年10月11日に予定しております。 

 

７．前各号に掲げるもののほか、本吸収合併に関する重要な事項 

該当事項はありません。 

以上 



別添 

吸収合併契約等に関する事前備置書類 

（会社法第782条第1項に定める書面） 

 

当社は、2023年5月25日付で大同メタル工業株式会社との間で締結した合併契約書に

基づき、2023年10月1日を効力発生日として、当社を吸収合併消滅会社、大同メタル工

業株式会社を吸収合併存続会社とする吸収合併（以下、「本吸収合併」といいます）を

行うことといたしました。本吸収合併に関し、会社法第782条第1項および会社法施行規

則第182条に定める当社の事前開示事項は以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2023年8月25日 

株式会社アジアケルメツト製作所



 

目次 

 

１．吸収合併契約の内容 

 

２．合併対価の相当性に関する事項 

 

３．吸収合併消滅会社の新株予約権に関する事項 

 

４．吸収合併消滅会社の最終事業年度に係る計算書類等 

 

５．吸収合併存続会社および吸収合併消滅会社の最終事業年度の末日後に生じた重要

な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社財産の状況に重要な影響を与える

事象 

 

６. 吸収合併が効力を生ずる日以後における吸収合併存続会社の債務の履行の見込み

に関する事項 



 

１．吸収合併契約の内容 

 

2023年5月25日付で締結した吸収合併契約の内容は別紙1のとおりです。 

 

２．合併対価の相当性に関する事項 

 

吸収合併存続会社が吸収合併消滅会社の発行済株式の全てを所有しているため、吸収

合併存続会社は、本吸収合併に際して、本吸収合併の対価を交付しません。また、吸収

合併存続会社の資本金および準備金の額は変動いたしません。吸収合併消滅会社が吸収

合併存続会社の完全子会社であることから、相当と判断しております。 

 

３．吸収合併消滅会社の新株予約権に関する事項 

 

該当事項はありません。 

 

４．吸収合併消滅会社の最終事業年度に係る計算書類等 

 

別紙2のとおりです。 

 

５．吸収合併存続会社および吸収合併消滅会社の最終事業年度の末日後に生じた重要

な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事

象 

 

吸収合併存続会社および吸収合併消滅会社において、2023年3月31日後、重要な財産

の処分、重大な債務の負担その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象は生じて

いません。 

 

６. 吸収合併が効力を生ずる日以後における吸収合併存続会社の債務の履行の見込み

に関する事項 

 

本吸収合併効力発生日後の吸収合併存続会社の資産の額は、負債の額を十分に上回

ることが見込まれます。また、本吸収合併後の吸収合併存続会社の収益状況およびキ

ャッシュ・フローの状況について、吸収合併存続会社の債務の履行に支障を及ぼすよ

うな事態は、現在のところ予測されておりません。したがって、本吸収合併後におけ

る吸収合併存続会社の債務について履行の見込があると判断いたします。 

以上 



吸収合併契約等に関する事後備置書類 
（会社法第801条第1項に定める書面） 

 

大同メタル工業株式会社（以下「大同メタル工業」といいます。）と株式会社アジア

ケルメツト製作所（以下「アジアケルメツト製作所」といいます。）は、2023年5月25

日付合併契約書に基づき、2023年10月1日を効力発生日として、大同メタル工業を吸収

合併存続会社、アジアケルメツト製作所を吸収合併消滅会社とする吸収合併を行いまし

た（以下「本吸収合併」といいます。）。 

会社法第801条第1項および会社法施行規則第200条の規定に基づき開示すべき事項は

以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2023年10月2日 

大同メタル工業株式会社 



目次 

 

１．吸収合併が効力を生じた日 

 

２．吸収合併消滅会社における会社法第784条の2の規定、第785条および第787条の規定

並びに会社法第789条の規定による手続の経過 

（１）吸収合併をやめることの請求 

（２）反対株主の株式買取請求 

（３）新株予約権買取請求 

（４）債権者の異議 

 

３．吸収合併存続会社における会社法第796条の2の規定、第797条および第799条の規定

による手続の経過 

（１）吸収合併をやめることの請求 

（２）反対株主の株式買取請求 

（３）債権者の異議 

 

４．吸収合併により吸収合併存続会社が吸収合併消滅会社から承継した重要な権利義務

に関する事項 

 

５．会社法第782条第1項の規定により吸収合併消滅会社が備え置いた書面又は電磁的記

録に記載又は記録がされた事項 

 

６．会社法第921条の変更の登記をした日 

 

７．前各号に掲げるもののほか、本吸収合併に関する重要な事項 



いましたが、異議申述期限までに、同条第1項に基づき異議を述べた債権者はあ

りませんでした。 

 

４．吸収合併により吸収合併存続会社が吸収合併消滅会社から承継した重要な権利義

務に関する事項 

大同メタル工業は、本吸収合併が効力を生じた日である2023年10月1日をもって、

アジアケルメツト製作所より、その資産、負債その他一切の権利義務を承継いた

しました。本吸収合併に際して大同メタル工業がアジアケルメツト製作所から承

継した資産および負債の額は、それぞれ856百万円（概算）および216百万円（概

算）です。 

 

５．会社法第782条第1項の規定により吸収合併消滅会社が備え置いた書面又は電磁的

記録に記載又は記録がされた事項 

別添のとおりです。 

 

６．会社法第921条の変更の登記をした日 

2023年10月11日に予定しております。 

 

７．前各号に掲げるもののほか、本吸収合併に関する重要な事項 

該当事項はありません。 

以上 



別添 

吸収合併契約等に関する事前備置書類 

（会社法第782条第1項に定める書面） 

 

当社は、2023年5月25日付で大同メタル工業株式会社との間で締結した合併契約書に

基づき、2023年10月1日を効力発生日として、当社を吸収合併消滅会社、大同メタル工

業株式会社を吸収合併存続会社とする吸収合併（以下、「本吸収合併」といいます）を

行うことといたしました。本吸収合併に関し、会社法第782条第1項および会社法施行規

則第182条に定める当社の事前開示事項は以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2023年8月25日 

株式会社アジアケルメツト製作所



 

目次 

 

１．吸収合併契約の内容 

 

２．合併対価の相当性に関する事項 

 

３．吸収合併消滅会社の新株予約権に関する事項 

 

４．吸収合併消滅会社の最終事業年度に係る計算書類等 

 

５．吸収合併存続会社および吸収合併消滅会社の最終事業年度の末日後に生じた重要

な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社財産の状況に重要な影響を与える

事象 

 

６. 吸収合併が効力を生ずる日以後における吸収合併存続会社の債務の履行の見込み

に関する事項 



 

１．吸収合併契約の内容 

 

2023年5月25日付で締結した吸収合併契約の内容は別紙1のとおりです。 

 

２．合併対価の相当性に関する事項 

 

吸収合併存続会社が吸収合併消滅会社の発行済株式の全てを所有しているため、吸収

合併存続会社は、本吸収合併に際して、本吸収合併の対価を交付しません。また、吸収

合併存続会社の資本金および準備金の額は変動いたしません。吸収合併消滅会社が吸収

合併存続会社の完全子会社であることから、相当と判断しております。 

 

３．吸収合併消滅会社の新株予約権に関する事項 

 

該当事項はありません。 

 

４．吸収合併消滅会社の最終事業年度に係る計算書類等 

 

別紙2のとおりです。 

 

５．吸収合併存続会社および吸収合併消滅会社の最終事業年度の末日後に生じた重要

な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事

象 

 

吸収合併存続会社および吸収合併消滅会社において、2023年3月31日後、重要な財産

の処分、重大な債務の負担その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象は生じて

いません。 

 

６. 吸収合併が効力を生ずる日以後における吸収合併存続会社の債務の履行の見込み

に関する事項 

 

本吸収合併効力発生日後の吸収合併存続会社の資産の額は、負債の額を十分に上回

ることが見込まれます。また、本吸収合併後の吸収合併存続会社の収益状況およびキ

ャッシュ・フローの状況について、吸収合併存続会社の債務の履行に支障を及ぼすよ

うな事態は、現在のところ予測されておりません。したがって、本吸収合併後におけ

る吸収合併存続会社の債務について履行の見込があると判断いたします。 

以上 

























 

 

事 業 報 告 書 

自）令和 4 年 4 月 1 日 

至）令和 5 年３月３1 日 

 

株式会社 アジアケルメット製作所 

代表取締役社長  藤森 從道 

 

 

 

１． 事業の概況 

 

当社、売上の主たる事業は、不動産賃貸業及び、商事部門の売上げからなっております。 

   当期間の最終的な売上金額は、65,486 千円と、前年度比 4,206 千円（△6％）の減収となりま

した。販管費につきましては、ほぼ同額の 63,019 千円となりました。 

営業利益は売上げ減により、前年度比△1,467 千円減の△2,227 千円となりました。 

しかし、経常利益につきましては、営業外利益が+2,123 千円（コマツ他配当増+1,684 千円、

東電節電プログラム参加助成金+579 千円）増えたことにより、前年度比+657 千円増の 4,729

千円となりました。 

 

1－1 

 商事部門 

  商事部門の売上金額は 9,108 千円となり、前年度比△2,921 千円（24.3%）減収となりまし

た。得意先別の売上げにつきましては、三菱ふそうラックバス 0 千円（△316 千円）、日進機

械 3,928 千円（△683 千円、△14.8％）、日本精機 4,109 千円（+867 千円、+26.7％）、コマツ

NTC 1,071 千円（△2,789 千円、△72.3％）となります。 

  

1－2 

 不動産賃貸部門 

賃貸部門の売上金額は 56,378 千円となり、前年度比△1,285 千円減収となりました。    

減収要因は、デイベンロイ、タジマ更新料、期間限定賃貸契約（長谷工）の満期解約により

ます。 

 

 

２．事業成績及び財産の推移                       単位；千円 

年度 

区分 

令和 2 年度 

第 99 期 

％ 令和 3 年度 

第 100 期 

% 令和 4 年度 

第 101 期 

 % 

売上高 73,723 100 69,692 100 65,486 100 

 営業損益 △9,589  △760  △2,227  

 経常損益 △1,483  4,072       4,728 7.22 

純損益 408,047 553 4,170 5.98    5,296  8.09 

総資産 633,477 859 625,160  897  637,675 974 

 

 



 

 

 

 

３. 今後の対処すべき課題 

 

3－1 

商事部門 

商事部門は基本方針（業務のスリム化）に則り、令和 3 年度より東京ラヂエーター製造㈱

との取引を解約、又、三菱ふそう製品の生産委託業務を大同メタル工業㈱ 犬山工場へ移管し

ました。従って、商事部門の取引は、主に日本精機(株)、(株)日進機械、コマツ NTC㈱のスポ

ットオーダーのみ対応となり、利益確保のため販管費のさらなる削減に取り組みます。 

 

 

3－2 

不動産賃貸部門 

不動産賃貸部門は、現在空室となっている工場側 2 階及び、アジアビル 4 階の賃貸募集を

継続して推進していきます。 

 

 

４．会社概況 

株式会社アジアケルメット製作所 

創立年月     昭和 7 年 4 月 

資本金    55,000 千円 

営業品目   1.機械部品等の販売 

  2.不動産の賃貸 

株式        発行予定株式総数 2,000 千株 

       発行済株式総数  1,100 千株 

所在地    〒146－0093 

         東京都大田区矢口 3 丁目 29 番 1 号 

                  電話(03)3759－4571（代） 

従業員数   令和 5 年 3 月末 

男性 1 名（パート） 

女性 1 名（パート） 

計 2 名 

取締役及び監査役 

代表取締役   藤森 從道 

取 締 役   岩倉 弘記 

取 締 役   落合 輝彦 

監 査 役   村上 宣道 

 

以上 

 



 

 

 

議決権の行使についての参考書類 

 
1. 議決権を有する株主が有する株式の総数 1,100 千株 

 

2. 議案および参考事項 

第 1 号議案  第 101 期(令和 4 年 4 月 1 日～令和 5 年 3 月 31 日) 

計算書類承認の件 

第 2 号議案   取締役の任期満了に伴う改選の件 

取締役全員は、本総会の終結と同時に任期満了により退任することとなりますので、 

取締役 3 名の選任をお願いするものであります。 

取締役候補者は次のとおりであります。 

 

候補者番号 
氏名 

生年月日 
略歴及び他の会社の代表状況 

所有する 

弊社株式数 

①  

藤森 從道 

1952 年 

2 月 24 日生 

昭和 48 年 7 月 大同メタル工業㈱ 入社 

平成 20 年 4 月 大同メタル工業㈱ 犬山工場 生産推進室室長 

平成 21 年 4 月 大同メタル販売㈱ 業務部長 

平成 25 年 3 月  ㈱アジアケルメット製作所 代表取締役社長 

なし 

②  

岩倉 弘記  

1963 年 

8 月 28 日生 

 

平成 23 年 4 月 みずほ信託銀行㈱ 管理部長             

平成 25 年 4 月 みずほ信託銀行㈱ 事務統括部長 

令和  2 年 3 月 大同メタル工業㈱ 経営企画センター 部長 

令和 2 年 10 月 大同メタル工業㈱ 経営企画センター チーフ  

なし 

 

③  

落合 輝彦 

1961 年 

6 月 14 日生 

平成 29 年 4 月 大同メタル工業㈱ 入社 経営企画センター部長 

平成 30 年 4 月 大同メタル工業㈱ 経営企画センター チーフ 

令和 元年 4 月 飯野 HD 出向(社長)兼飯野製作所取締役財務部長 

なし 

  （注）候補者と当社との間には、いずれも特別の利害関係はありません。 

 

                                         以上                                                


